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令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

⑵

 

定

員

及

び

人

件

費

の

適

正

化

○ ○ 総務財政課

人事院勧告の尊重給与及び各種手当等は、財政状況等を踏

まえ、人事院勧告の動向を注視し適正な

水準を維持するよう努める。

②人件費の適正化 職員給与及び主な手当等は、国家公務員

の給与関連法や人事院規則を拠り所とし

て地域性等を考慮し設定されている。人

事院勧告は民間給与等との均衡を観点に

毎年発出されるものであり、地方公共団

体に対しても準拠を求められるものであ

る。今金町においては引き続き人事院勧

告を尊重し人件費の適正化に努めてい

く。

継続型 ○ ○ ○ ○

○ ●

総務財政課

⑴

 

組

織

機

構

の

確

立

再任用制度や会計年度任用職員制度、定

年延長など地方公務員制度の改定に伴う

影響を適切に捉えるとともに、組織機構

の見直しや事務事業等の合理化、年齢バ

ランスに配慮した職員採用、行政ニー

ズ・事務量の変化等を踏まえた適正配置

に努める。

①定員管理 定年延長制の導入 令和５年度から導入が予定される地方公

務員の定年延長制度について、国の動向

や制度導入に係る関連指針等を検証し、

今金町の実態に即した制度構築を図る。 完結型 ○

教育委員会

広範にわたる課題に対しては、課の枠を

超えたプロジェクトチームを編成し柔軟

で機動的な課題解決に努める。

②横断的な組織運

営

ワークライフバランスや男女共同参画、

ハラスメント対策など職場を取り巻く情

勢変化に柔軟に対応し、より良好な職場

環境の確立に努める。

③職場環境の改

善・充実

職場安全衛生環境

の点検・改善

職場安全衛生委員会等を通じ、業務環境

の点検やハラスメント対策、メンタルヘ

ルス対策等の意識啓発や環境改善を図

る。

継続型 〇〇 〇 〇

総務財政課

子ども子育てプロ

ジェクト

町内の子どもに関する施設運営を認定こ

ども園いまかねへの一元化に向けた検討

を行う。

完結型 〇

〇 〇

継続型

（仮称）財政改革

プロジェクトによ

る検討

令和４年度予算編成に向けて、歳入歳出

全般にわたる検証・見直しによる財政改

革を実現するため、全庁的な庁内プロ

ジェクトを設置し、財政健全化に向けた

取り組みを推進する。

完結型

〇 ●

〇 〇 〇
総務財政課

くらし安心課

〇 ● 〇 〇 〇

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

行政ニーズの高度化や多様化に機動的か

つ迅速に対応できる効率的・効果的な組

織体制の実現を目指し、適宜、点検評価

を行うとともに、必要に応じて所要の見

直しを行う。

項目名要　　旨 取組概要プラン名

①組織機構及び事

務分掌の見直し

性質令和３年度の実践経過
Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

〇

実施年度

令和２年度において、まちひと交流課の

廃止及びくらし安心課の新設、結婚相談

所の廃止を実施。引き続き、必要に応じ

て見直しを検討する。

継続型 ● 〇 〇 〇 〇 総務財政課

幼児教育グループと学校教育グループに

おいて、一元化に向け、試行的に実施す

る。

１

　

組

織

・

人

づ

く

り

教育委員会

組織機構の見直し

グループの検討見

直し 〇 〇 ●

総務財政課

危機管理対策チー

ムの設置

災害発生が想定される際の初動対応や体

制づくり等基本方針の事前協議を行う。 継続型 〇 〇 〇
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令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

項目名要　　旨 取組概要プラン名
性質令和３年度の実践経過

Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

実施年度

高齢者の保健事業

と介護予防の一体

的な取組み

総務財政課

全　　　課

北海道後期高齢者医療広域連合の委託事

業を活用し、高齢者の保健事業と介護予

防の一体的な取組みを推進し、健康状態

が不明な高齢者の状況把握や必要なサー

ビスへの接続、通いの場への積極的な支

援を行なう。

〇 〇 〇 〇 〇 保健福祉課

〇 〇

総務財政課

行政手続きにおける町民の利便性向上の

ほか、内部事務における簡素化、迅速

化、効率化は、行財政運営全般にわたっ

て不可欠な取り組みである。また、適切

な組織機構のあり方を検証するうえで有

効な手段でもあることも踏まえ、品質確

保に留意しつつ継続した取り組みを進め

る。

①業務改善の取り

組み

平成２８年度に導入した人事評価制度

は、的確な運用と評価結果の処遇反映に

より人材育成の有効な手段とする観点を

持ち、一層の定着化を推進する。

③人事評価制度の

定着・活用

●

法令に定められる場合には適宜対応する

ほか、今金町が独自に定める押印手続き

については、統一的な見直し方針を定め

て要否等を検討する。

なお、認可地縁団体の認可申請、国民健

康保険関係事務における押印について

は、令和２年度に廃止予定。

押印手続きの廃止

完結型

収納事務を委託す

る際の取り扱いに

関する財務規則の

見直し

使用料等収納事務を委託契約に含む際の

現金取扱事務等について財務規則におい

て規定を整備する。
完結型 〇 ●

継続型 〇

近年、国内で多発している自然災害等に

備え、職員の危機管理に関する意識や対

応力の強化に努める。

②危機管理能力の

向上

継続型

職員を対象に避難所運営、浸水想定区域

の把握、業務継続計画などに関し、内部

的な研修会を実施する。また、気象台・

河川事務所など外部講師による講座、防

災資機材の操作方法等に係る研修会を実

施する。なお、一般町民の参加機会確保

にも努める。

防災関係研修等の

実施

くらし安心課

制度の定着及び活用のため研修を中心と

した取り組みを展開する。

◇評価者研修

　面談手法や評価の平準化等に向けた研

　修など

◇被評価者研修

　目標設定や職員として資質向上研修な

　ど

評価者研修及び被

評価者研修の実施

○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務財政課

○ ○ ○ ○ ○

総務財政課

専門研修の充実 専門的な知識が必要な職務について、適

宜専門研修機関等への派遣研修を実施

し、専門知識の向上を図る。
○ ○ ○ ○ ○ 関　係　課

○ ○ ○ ○ ○

行政課題に応じた

集合研修の実施

昨今の行政課題に応じた研修機会により

職員の資質向上を図る。 継続型 ○

⑶

 

人

材

育

成

の

推

進

継続型

職員の能力が十分に発揮できる環境づく

りに努めるとともに 、町民目線による

業務執行を心がける意識改革、目的・課

題意識の高い職員を育成するため、今金

町人材育成基本計画（平成１２年４月１

日施行）をはじめとする人材育成関係規

程に基づき研修体制の充実に取り組む。

①研修体制の充実

継続型 ○

⑷

 

業

務

改

善

と

行

政

運

営

の

効

率

化

１

　

組

織

・

人

づ

く

り
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令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

項目名要　　旨 取組概要プラン名
性質令和３年度の実践経過

Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

実施年度

今金町農業後継者

奨学金貸与審査委

員会の廃止

天災及びその他やむを得ない事由によ

り、多額の負債を有する農家の経済再建

を推進し、その経営の安定を図るため委

員会を設置したが、近年審査の対象とな

る農家が皆無となっている現状から、廃

止した。

今金町結婚相談所

の廃止に伴う運営

審議会及び相談員

の廃止

本庁舎及び病院、老健で行っていた年末

年始の町長あいさつを廃止し、年度当初

訓示へ移行する。令和元年度は年始のみ

実施。令和２年度は年末年始共に廃止

し、令和３年度当初訓示へ集約。

年末年始町長あい

さつの廃止

審査及び貸付け基準が明確であることか

ら、奨学資金貸与運営委員会を廃止し、

内部審査において決定することとした。

奨学資金貸与運営

委員会の廃止

今金町農家経営安

定推進委員会の廃

止

完結型 教育委員会●

農林振興課完結型 ●

完結型 ●

農林振興課

審査及び貸与基準が明確であることか

ら、貸与審査委員会を廃止し、内部審査

において決定することとした。

農林振興課

●

組織機構の見直しに伴い、結婚相談所を

廃止したことから、運営審議会及び相談

員を廃止した。なお、その機能は今金町

担い手育成総合支援協議会が担い、農業

後継者対策として実施する。

完結型

〇 〇
まちづくり推

進課

今金町民センター

運営審議会の廃止

令和２年度開催の委員会にて趣旨経過説

明のうえ、令和３年度より廃止。 完結型 〇 ● くらし安心課

● 〇 〇 〇

地域行事、葬儀等の支援を行う地域サ

ポーター制度の職員配置について、グ

ループ輪番制から個人輪番制とし、業務

の内容や公務災害補償との関係性を明確

にした。なお、地域情勢の変化に応じ今

後も見直しを行う。

今金町自治会地域

サポーター制度の

見直し
継続型

総務財政課

総務財政課完結型 〇 ●

表彰審査委員会の

廃止

令和２年度開催の委員会にて趣旨経過説

明のうえ、令和３年度より廃止する。 完結型 ●〇

明るい選挙推進協

議会の廃止

所期の目的達成及び必要性を鑑み、令和

２年度より廃止する。 完結型 ●
選挙管理

委員会

⑷

 

業

務

改

善

と

行

政

運

営

の

効

率

化

１

　

組

織

・

人

づ

く

り

②行政運営効率化

検討からの取り組

み

「行政運営効率化検討事項に関する提案

書（令和元年１０月１８日提出）」及び

「行政運営効率化検討事項提案に係る基

本方針（令和元年１２月４日発出）」に

よって提起された改善項目については、

進捗管理を徹底しながら着実な実践に努

める。

3



令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

項目名要　　旨 取組概要プラン名
性質令和３年度の実践経過

Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

実施年度

完結型 ●

総務財政課

税務住民課

消費税率１０％への改定に伴い積算根拠

に消費税率を含む使用料・手数料の見直

しを行い、令和２年４月１日から適用し

ている。今後においては適正な事業運営

及び受益者負担の観点から適宜、点検評

価を行い、必要に応じて見直しを行う。

②各種使用料・手

数料の見直し

町有財産の有効活用を図るため、町有地

等有効活用譲渡条例及びまちなか町有地

譲渡条例による町有地売却活用制度を創

設した。

町有地売却制度の

創設

現に活用が図られていない空き施設や未

利用の町有地をはじめ、今後、用途廃止

が見込まれる行政財産など未利用財産の

売却促進を検討する。

③未利用財産の売

却等の検討
完結型 ●

●

これまで印鑑登録証（カード）の再交付

を無料で行っていたが、令和３年４月か

ら再交付手数料を徴収する。

印鑑登録証再交付

手数料の徴収 完結型

消費税率改定に伴

う使用料等の見直

し

消費税率８％引上時において、将来の１

０％改定時に合わせて見直すとしていた

使用料等について、令和元年１０月１日

より１０％へ引き上げられたことに伴

い、積算根拠に消費税率を含む使用料等

について関係９条例の改正をもって令和

２年４月１日より改定した。

総務財政課

継続型 ○ ●

税務住民課〇

（仮称）財政改革

プロジェクトによ

る検討

　【　再　掲　】

（略）

継続型 〇 ● 〇 〇 〇

税負担の公平性と納期内納付の更なる推

進を図るため、地方税法等の規定に基づ

き、令和３年４月から一律に延滞金を徴

収する。また、滞納者に対しては積極的

な納税相談を実施するとともに財産調査

の強化を図り適正な滞納整理を実施す

る。

納期内納付と滞納

整理の推進

○ ○ ○ 総務財政課

性質
実施年度

所管課
項目名 取組概要 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

課税客体の正確な把握、適正な賦課、納

税者に対する意識啓発や適切な指導に努

めながら、町税等収納率の一層の向上を

図る。また、滞納金収納事務推進会議に

よる取り組みに加え、渡島檜山地方税滞

納整理機構と連携し滞納整理に努める。

実践項目
令和３年度の実践経過

今金町教育委員会

外部評価委員会に

よる点検・評価

事務事業調書評価

ヒアリング手法の

見直し

政策事業（事務事業）評価は、業務改善

のほか施策を精選するうえでも、必要か

つ有効な手段である。評価に用いる調書

については、より実効性を高める観点か

ら「課長補佐・次長会議」にて検討さ

れ、平成３１年２月に見直し方針の提案

を受けたところであり、この方針に基づ

き見直しを進める。

継続型 ○

○ ○
まちづくり

推進課

外部の視点による事務事業の管理、執行

の状況について、点検及び評価を行い、

より効果的な教育行政の推進を図る。

○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会

継続型 ● ○ ○ ○

令和２年度の実施において、約１５０事

業調書のうち、主要な４０事業にポイン

トを絞り実施したことにより、職場全体

の業務効率化に繋がった。今後もヒアリ

ング手法等は随時改善を図る。

教育委員会完結型 ●

種川小学校学校運

営協議会と小規模

特認校推進協議会

の統合

委員構成が重複しており、設置目的が類

似していることから、学校運営協議会に

統合した。

⑷

 

業

務

改

善

と

行

政

運

営

の

 

 

効

率

化

１

　

組

織

・

人

づ

く

り

⑴

　

歳

入

の

確

保

③政策事業（事務

事業）評価の見直

し

推進項目
行政改革実践プラン

プラン名 要　　旨

①町税等の収納率

向上

２

　

行

政

サ

ー

ビ

ス

の

基

盤

づ

く

り

4



令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

項目名要　　旨 取組概要プラン名
性質令和３年度の実践経過

Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

実施年度

納税貯蓄組合奨励

金の見直し

〇 〇 〇

充当一般財源５％

削減を目標とする

予算編成と決算

職員一人ひとりがコスト意識を持ち,最

小のコストで最大のサービスを提供する

よう徹底した内部管理経費の節減に努め

る。

①内部管理経費の

節減

〇 〇 税務住民課

継続型 〇 ● 〇

内部管理経費を含めた削減可能なすべて

の予算について令和２年度に続き５％削

減を目標とする予算を編成し着実な達成

に努める。なお、令和４年度以降は財政

改革プロジェクトとの連動を図る。

継続型 〇 〇

総務財政課

まちづくり

推進課

保健福祉課

〇 〇 〇 〇

④財源確保の取り

組み

〇 〇 〇

国・北海道の補助金等のほか、関係団体

や民間企業の助成制度など充当可能な財

源の確保に努めるとともに、ふるさと納

税制度やクラウドファンデイング、宝く

じ助成金等、従来の枠にとらわれず様々

な手法を検討し収入確保に努める。

継続型 〇 〇 〇

北海道後期高齢者医療広域連合の委託事

業で高齢者の保健事業と介護予防の一体

的な取組みとして健康状態が不明な高齢

者の状況把握や必要なサービスへの接

続、通いの場への積極的な支援を行なう

ことで主に事業担当専門職の人件費の

2/3が収入される。

高齢者の保健事業

と介護予防の一体

的な取組み

　【　再　掲　】

町税について、近年では農協組勘や銀行

口座の引き落としが大半で、納税貯蓄組

合における取り組みは以前と比べ変化し

ている。このことから納税貯蓄組合のあ

り方について検証する。

　※令和２年１２月現在７２組合

継続型 〇 〇 〇 〇

まちづくり

推進課

商工業と連携し「返礼品」の充実等を図

り、一般寄附金の収入確保を推進する。

また、地方創生総合戦略に基づく新たな

地域再生計画を策定し、企業版ふるさと

納税の活用を推進する。

ふるさと納税制度

の推進及び企業版

ふるさと納税制度

の活用

〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇

〇 総務財政課

主に公共施設整備基金などの財源化にあ

たっては、施設整備費へ直接投入するの

ではなく、可能な限り普通交付税措置の

ある地方債を借入れ、その償還財源へ充

てることにより、基金の有効活用を図

る。令和元年度においては総合体育館整

備分として４億８千万円を振り替えた。

目的基金の有効活

用

道の地域づくり総合交付金や市町村振興

協会のいきいきふるさと推進助成金の活

用について、企画政策部署として独自の

周知発信を積極的に行う。

道補助金・宝くじ

助成金等の活用促

進
継続型 〇

継続型

〇

将来負担比率等の財政指標並びに計画償

還を勘案しつつ、地方交付税措置のある

有利な地方債を活用することにより、事

務事業執行に係る単独費の軽減及び負担

額の平準化を図る。

地方債制度の活用

継続型 〇 〇 〇 〇 〇 〇 総務財政課

⑴

　

歳

入

の

確

保

⑵

　

歳

出

の

抑

制

目的達成度や重要度、緊急度、優先度、

代替妥当性などについて、政策事業（事

務事業）評価により測定し、事務事業の

精選に努める。また、計画的な事務事業

の立案、終期の設定、予算の厳正管理に

努める。

②事務事業の精査

２

　

行

政

サ

ー

ビ

ス

の

基

盤

づ

く

り
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令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

項目名要　　旨 取組概要プラン名
性質令和３年度の実践経過

Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

実施年度

〇 〇 総務財政課

継続型 ●

● 〇 〇

個別施設計画の策

定

〇 総務財政課（略） 継続型 〇

（仮称）財政改革

プロジェクトによ

る検討

　【　再　掲　】

〇 〇
総務財政課

施設所管課

（仮称）財政改革

プロジェクトによ

る検討

　【　再　掲　】

（略） 継続型 〇 ● 〇

〇 〇 〇

令和２年度に策定の個別施設計画に基づ

き適切な施設管理に資するとともに、老

朽化の進行度や将来の維持管理経費、利

用度等を検証し、統廃合や新設の可能性

を検討する。

③施設の管理手法

や委託業務の見直

し

総務財政課

支給対象者や支給額等について、令和４

年度予算に向けた財政改革の取り組みと

して、見直しを検討する。

長寿健康祝金の見

直し 完結型 〇 〇 ● 保健福祉課

町が交付する補助金・交付金・利子補給

金、給付金等について、適正な支援施策

となるよう財政改革プロジェクトと連動

し検討する。

補助金等の見直し

継続型 〇 ● 〇 〇 〇

農林振興課

支給対象者や支給方法等について、令和

４年度予算に向けた財政改革の取り組み

として、見直しを検討する。

福祉灯油の見直し

完結型 〇 〇 ●

農林振興課

各種補助金及び扶助費は、行政の関与す

る範囲、費用対効果など有効性、公平性

を検証し適正化を図る。一般団体補助

は、自立性と自主性を尊重したうえで運

営費支援から事業費支援への移行につい

て、また、行政サービスの一翼を担って

いるいわゆる外郭団体は、経営改善やあ

り方について、それぞれ共に検証し適正

な支援を目指す。委託料については、業

務範囲や直営への代替性、積算根拠の妥

当性などを検証し適正化に努める。

④補助金・負担

金・扶助費・委託

料の適正化

今金町とせたな町の農業関係団体（町・

ＪＡ・普及センター）が集まり農業振興

策の推進と連携を目的としていたが、所

期の目的達成のため、町の負担金を廃止

する。

檜山北部農業振興

協議会負担金の廃

止 完結型 ●

保健福祉課

所期の目的達成及び必要性を鑑み、令和

３年度から段階的に減額する。

今金町農民連盟活

動事業補助金の見

直し

完結型 〇 〇 〇 ●

公営企業会計適用により、経営、資産等

を正確に把握し、計画的な経営基盤の強

化、財政マネジメントの向上等に取り組

む。

　※推進項目２－（３）－②「公営企業

      会計導入に向けた取り組み」完結後

      から実施。

簡易水道事業・下

水道事業における

公営企業会計の適

用 継続型 〇 〇 公営施設課

⑵

　

歳

出

の

抑

制

一般会計以外の７会計（国民健康保険特

別会計事業勘定・後期高齢者医療特別会

計・介護保険特別会計・介護老人保健施

設特別会計・国民健康保険特別会計施設

勘定・簡易水道事業特別会計・公共下水

道事業特別会計）について、独立会計と

して安定運営に向けて効率化を進めると

ともに、一般会計からの繰り入れ低減に

努める。

①安定運営及び補

助費の低減化

⑶

　

特

別

会

計

の

経

営

　

　

の

適

正

化

公共施設等総合管理計画及び個別施設計

画による計画的な施設管理に努めるとと

もに、委託業務の点検により維持管理経

費の節減に努める。

２

　

行

政

サ

ー

ビ

ス

の

基

盤

づ

く

り
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令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

項目名要　　旨 取組概要プラン名
性質令和３年度の実践経過

Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

実施年度

副町長・院長・副院長・看護師長・参事

職・事務長・総務財政課長で構成し、月

１回程度の定期開催により国保病院運営

方針や取り組み検討、経営状況等の共通

理解を図り、医療サービスの改善充実や

収益改善に取り組む。

新公立病院改革プ

ラン推進会議の設

置及び定期開催

令和２年９月より急性期治療後の受け皿

となる地域包括ケア病床の運用により、

回復期に入った患者の在宅復帰に向けた

治療やリハビリを提供するとともに、３

３床のうち１７床を同病床として活用す

ることで診療報酬や病院収益の増収を目

指す。

地域包括ケア病床

の導入

簡易水道事業特別会計及び下水道事業特

別会計は、令和６年度からの公営企業会

計導入に向けた取り組みを進める。

②公営企業会計導

入の取り組み

〇 国保病院

継続型 ● 〇 〇 〇 〇 〇 国保病院

総務財政課

全　　　課

〇 〇 〇 〇 国保病院

在宅復帰、在宅療養支援施設の役割を果

たし、自立運営と事業継続を図るため、

経営の基本方針、財政計画、効率化、経

営健全化の取り組みなどを策定する。

介護老人保健施設

における経営戦略

の策定
完結型 ●

介護老人

保健施設

固定資産台帳整備や各財務諸表作成のシ

ステム構築、各料金改定の検討、条例改

正など公営企業会計導入の準備を進め

る。

公営企業会計導入

に向けた取り組み
完結型 〇

厚生労働省が唱える地域医療構想が推奨

する在宅医療（通院困難で患者・家族の

希望に応じて提供）について、次の取り

組みの実現を目指す。

　①２４時間３６５日対応の訪問診療

　②レスパイト入院（介護者理由による

       一時的な入院加療）

　③訪問看護

　④将来的には訪問介護、リハビリ、歯

　　科診療等

訪問診療の拡充

〇 〇 ●

継続型 〇 〇 〇 〇 〇

国が進める各種行政システムの統一化・

標準化は、町行政各般にわたって措置が

必要なことから、令和３年９月１日設置

予定のデジタル庁が発出する方針等を注

視し庁内整備を進める。

行政システムの標

準化・統一化への

取り組み

⑶

　

特

別

会

計

の

経

営

の

適

正

化

行政手続きの簡素化及び業務の効率化を

図る観点から、「住民基本台帳ネット

ワークシステム」「総合行政ネットワー

ク（ＬＧ－ＷＡＮ）」及び「マイナン

バー制度 」の適正運用と有効活用に努

め、電子自治体に対応するための必要な

整備に努める。

①情報ネットワー

クの整備運用とマ

イナンバー制度の

有効活用

公営施設課

継続型 ● 〇

継続型 ● 〇 〇 〇 〇

⑷

　

電

子

自

治

体

の

　

　

推

進

２

　

行

政

サ

ー

ビ

ス

の

基

盤

づ

く

り
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令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

項目名要　　旨 取組概要プラン名
性質令和３年度の実践経過

Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

実施年度

継続型 〇 〇 〇

電子決裁や文書管理のシステム化、電子

申請等業務システムの統一・標準化を加

速するという国の動向を注視し、クラウ

ド業務の範囲の拡大や質的向上の取り組

みに備える。

②自治体情報シス

テムのクラウド化

行政システムの標

準化・統一化への

取り組み

 【　再　掲　】

（略）

令和２年度に庁内各課職員で構成する

「庁内プロジェクト」を設置。ＮＴＴ東

日本地方創生推進プロジェクトチームの

支援を受けながら、ＩＣＴ技術を活用し

た地域社会の実現を図るために「今金町

Society5.0構想」を策定する。

今金町Society5.0

構想の策定

電子化による財政負担や人的負担を考慮

し、労務軽減や効率化、行政手続きの迅

速化による利便性向上等につながるＡＩ

の活用方策について研究する。

③ＡＩの活用の検

討

マイナンバー制度の創設により、各種申

請における添付書類省略などの手続き簡

素化が進められた。今後は、戸籍事務へ

のマイナンバー制度活用が予定され、本

籍地以外の市町村でも戸籍が取り寄せら

れるなどさらなる制度拡充が予定されて

いることから、町内におけるマイナン

バーカードの取得促進に努める。

マイナンバー制度

の普及促進及び充

実

継続型 〇 〇

推進項目
行政改革実践プラン 実践項目

令和３年度の実践経過 性質
実施年度

完結型 〇 〇 ●

継続型 ○ ○ ○

所管課
プラン名 要　　旨 項目名 取組概要 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

「防災を考えるつ

どい」の実施

広く町政への参画機会を確保するために

タウンミーテイングなどまちづくり懇談

会の実施を考慮するほか、審議会等につ

いては、政策等形成過程への参画を促進

するため適切な運営に努めるとともに、

広い世代からの主体的な参加により活性

化を図る。また、パブリックコメントな

ど広聴活動の充実に努める。

①町民の参画機会

の拡充

くらし安心課

パブリックコメン

トの実施

令和２年度策定の第６次今金町総合計画

について、審議会からの答申後、町ホー

ムページその他でパブリックコメントを

実施した。今後も各種計画策定におい

て、パブリックコメント実施のほか、公

表等の情報発信に努める。

“町民の自主的活動”が本町の町民参画の

特性であり、まちづくり活動の根幹であ

ることを再認識し、「自助・共助・公助

による協働」の考え方に基づき、地域等

と行政の役割分担のもと協力・連携の関

係づくりに努める。また、自主的な地域

づくり活動に対し側面支援を充実すると

ともに、公益的な活動に対する支援も充

実に努める。

②町民等との協

働・連携の推進

各地域との連携・

支援の充実

継続型 ○ ○ ○ ○ ○ ○

継続型 ● ○ ○ ○ ○ ○
まちづくり

推進課

令和２年度から美利河・花石・中里・住

吉の各地区を中心に集落支援を継続的に

行うため、個別聞き取り調査を実施し

た。今後は、その内容をもとに具体的な

施策等を地域とともに検討する。

まちづくり

推進課

○ ○ くらし安心課

防災について自治会町内会の自主防災組

織等を活用した防災意識の向上を図る。

令和元年度で市街地区域を一巡したが、

連合自治会単位等でも町民の自主的な避

難所運営などの啓発を促進する。

〇 〇 〇 税務住民課

〇 〇 〇 全　　課

⑷

　

電

子

自

治

体

の

推

進

２

　

行

政

サ

ー

ビ

ス

の

基

盤

づ

く

り

３

　

協

働

の

ま

ち

づ

く

り

⑴

　

地

域

と

の

協

働

の

推

進

8



令和３年度　行政改革実践プラン・実践項目　設定一覧 ※実施年度中「●」は取り組みを完了または達成する年度、「〇」は継続して取り組む年度

推進項目
実践項目

所管課
Ｒ７

行政改革実践プラン

項目名要　　旨 取組概要プラン名
性質令和３年度の実践経過

Ｒ６Ｒ５Ｒ４Ｒ３Ｒ２

実施年度

全　　課

○

広報・ホームページ等による観光ＰＲを

はじめ、集落支援通信や地域おこし協力

隊通信を定期的に発信し、本町の魅力度

向上を図っていく。

継続型 くらし安心課○ ○ ○ ○ ○

法令に基づく行政情報の公開のほか、行

政サービスの充実・信頼性向上・広報公

聴など公開の意義や目的に応じて、適切

な方法を用いて町有情報の提供を推進す

る。

手法としては町広報紙・町ホームペー

ジ・タウンミーティング・パブリックコ

メントなど。

継続型 ○ ○ ○ ○ ○ ○

広報紙・ホームページ・防災行政無線・

ＳＮＳ等の多様な広報媒体の活用、情報

の鮮度保持や内容充実、ＰＲ活動の強化

等を通じて、適正かつ迅速な行政情報の

提供や本町の魅力発信などを効果的に推

進する。

②効果的な情報発

信

⑵

　

公

正

の

確

保

と

透

明

性

の

向

上

ハード整備においては、国が示すセキュ

リティー強靭化の方針に基づき、逐次、

所要の整備を進める。また、情報流出に

関してはヒューマンエラーによる事案が

多く見られることから、職員の意識啓発

に努める。

情報管理の更なる

徹底

今金町情報セキュリティーポリシーに基

づき、町が保有する情報資産を適正に管

理するとともに、情報漏洩の脅威から守

るための対策を推進する。また、個人情

報保護条例に基づき、個人情報の取扱い

に関する実務研修会や関連情報の提供な

③情報コンプライ

アンスの徹底

継続型

教育情報誌「いまナビ」の発行、デジタ

ル版文化財マップ「南北海道の文化財」

のサイトを通じて各種事業の周知や文化

財の詳細情報を発信している。今後にお

いても、様々な媒体を活用した情報発信

に努める。

教育関連情報の発

信

継続型

観光ＰＲ・各種通

信等の魅力発信
継続型

適切な町有情報の

提供

町が保有する行政情報の開示については

情報公開条例に基づき適切に対応すると

ともに、人事行政、決算情報や公会計制

度など行政運営に関する取組状況のほか

多様な情報を迅速かつ適切に公開・公表

し、「見える化」による説明責任を果た

し、町政の透明性の確保に努める。

①情報公開・情報

提供の推進

毎月１回、第１金曜日に発行し、各町内

会自治会班長による回覧配布に併せて各

世帯に配付を行うほか、町の主な施設へ

の設置、ホームページへの掲載等におい

て町民へ情報を提供する。

広報いまかね発

行・町ホームペー

ジ運営 継続型 ○ ○ ○

各課から提供される住民にとって必要な

情報を、防災行政無線を活用して即時に

一律に住民へ伝達するための体制やフ

ローを整備する。また、防災情報をホー

ムページと連携することで、情報伝達の

より一層の多重化を図る。

防災行政無線の活

用

○ ○ ○ ○ ○ ○ 総務財政課

○

まちづくり

推進課

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ くらし安心課

教育委員会

○ ○ ○ ○ ○

３

　

協

働

の

ま

ち

づ

く

り
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